
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成２２年 ３月３１日現在 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要：本研究では，超高層集合住宅の竣工検査，内覧会，定期点検における資料を

用い，居住者からのクレームや維持保全に関する問題の改善を各関係主体に促すという観点か

ら，リスク発生基本原因によってリスクを分類した。大規模災害の危険度も分析した。それら

の処理手法を発注者に体系的に示し，企画から竣工後までのプロジェクトライフサイクルを通

した様々なリスクを一元的に処理し，発注者の意思決定支援を行うシステムを開発した。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 

２００７年度 6,400,000 1,920,000 8,320,000 

２００８年度 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

年度  

  年度  

総 計 14,100,000 4,230,000 18,330,000 

 
 
研究分野：工学 
科研費の分科・細目：建築学 都市計画・建築計画 
キーワード：建設マネージメント，リスク，集合住宅，建築工事，クレーム 
 
１．研究開始当初の背景 
 建設工事には，多様な不確定要因が伴って
いる。悪天候，災害，事故をはじめ，設計図
書の不備による工事のやり直しや遅延，事業
者との意思疎通の間違い，それにともなう工
事予算の増加などである。これらのリスクは
不可抗力であれ，人為的ミスであれ，事業の
実施に少なからぬ影響を及ぼしている。これ
までの建設工事では，生産者（特にゼネコン）
が潜在的に予算を捻出してこうしたリスク
に備えていた。建設工事のリスク管理は担当
する技術者の経験や勘に基づくことが多か
ったものの，経済情勢の良好な期間は事業者
からの受注金額に余裕があったため，事業へ

の悪影響が表面化することは少なかった。し
かし，近年の経済情勢では建設工事費が劇的
に削減される一方，事業者によるリスクへの
引き当て手段は放置されてきた。その結果，
下請業者への価格ダンピング強要，事業途中
での建設業者の倒産，事業の中断などの重大
な結果が表面化するに至っている。 
 住宅の品質確保に関する法律の施行によ
り，竣工後の性能保証がますます重要になっ
ている。また，高度成長期に建設された集合
住宅の多くが更新期を迎えており，改修や転
用に関わる建設工事が増加している。ところ
が，これらの工事では新築の場合にも増して
リスク管理があいまいな体制におかれてい
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る。超高層集合住宅については，竣工後の管
理実績も少ない。生産者には設計・施工まで
を管理対象ととらえ，竣工後の維持管理に注
意を払わない傾向もある。今後は，事業者が
コストの透明性と応分のリスク負担を求め
られ，生産者も定量的リスク管理とリスク対
策費の明示が求められることになる。特に建
築物の竣工後も含めた，ライフサイクル・リ
スク・マネジメントの観点が重要なのである。 
 
２．研究の目的 
 この研究は，(1)実際の集合住宅の建設工
事でのリスク事例の網羅的な把握，(2)科学
的リスク管理手法の開発，(3)リスク対策の
費用対効果の評価と実務への適用，を全体構
想として開発を進めるものである。新築工事
については，従前の採択課題によって研究目
的が達成されたため，本研究では，検討の不
十分な超高層集合住宅の「竣工後」を対象と
して，(1)実際の建設工事での竣工後のリス
ク管理状況の把握，(2)科学的なリスク管理
手法によるリスク対策の費用対効果の評価，
(3)デューディリジェンス業務や次の新築工
事へのフィードバック方法の提案，を行う。
これらの結果から，建築物のライフサイクル
を通して，集合住宅建設におけるリスク対策
費の最適配分方法を提示する。 
 
３．研究の方法 
(1)実際の建設工事での竣工後のリスク管理
状況の把握（2006 年度） 
• 兵庫県内と大阪府内の超高層集合住宅建
設工事を対象として，研究者が作業所ならび
に住宅管理事務所に出張して事業者，設計者，
総合建設会社，コンストラクション・マネジ
ャー，管理会社，専門工事業者，（必要に応
じて）居住者へのヒアリング調査を実施する。 
・当該プロジェクトの工事請負契約と維持管
理運営に関する契約を調査分析する。 
・当該プロジェクトの施工，竣工検査，内覧
会，引渡，入居開始直後，法定検査の各段階
において関係者が経験したリスクを帳票と
ヒアリングにより調査する。 
・建築設計，構造計画，設備計画，防火計画，
工事計画の観点から多面的に調査する。 
・既往研究も参考にして，当該プロジェクト
のリスクを分類し体系的に整理する。 
・海外共同研究者に依頼して，英国，ドイツ，
台湾での類似プロジェクトの竣工後のリス
ク管理状況について調査し，比較検討を行う。 
 
(2)科学的リスク管理手法の適用（2007 年度） 
・リスク管理手法を対象プロジェクトにあて
はめ，実務担当者の意見を聴取しながら問題
点を抽出する。 
・最適化手法についての研究レビューを追加
する。 

・前年度の調査結果に基づき，個別のリスク
について発生確率，重要度，対策，対策費を
入力し，実務に適用可能な出力の得られるこ
とを確認する。現地での入出力のために携帯
可能なパソコンを使用する。 
 
(3)リスク管理の費用対効果の評価（2007 年
度） 
・個別のリスク対策がもたらした効果を算定
し，対策費との関係を分析する。 
・国内・海外の分析対象事例において，工事
請負契約や維持管理運営の契約上の責任分
担関係を検討する。 
・すでに終了したリスク案件については，必
要に応じて追加調査を行う。 
 
(4)大規模災害で想定されるリスクの評価方
法と実務へのフィードバック方法の導出 
・近い将来に発生が確実視される大規模災害
を対象に，想定されるリスクを抽出する。 
・建築物の立地条件（土地）ならびに個別条
件（建物）によるリスクの差異を定量的に評
価する。 
・建物所有者や開発事業者にとってのリスク
対策費を算出する手法を開発する。 
・実施プロジェクトでのデータに適用し，そ
の効果を検証する。 
・関連の近い保険制度を調査し，対策費用を
担保する手段としての有効性と限界を評価
する。 
 
(5)研究成果とりまとめ 
・研究総括ならびに今後の検討課題を整理す
る。 
・研究成果を学術論文誌および国際会議等に
て発表する。 
 
４．研究成果 
 建物の発注者は企画，設計，施工などの段
階におけるリスクのみならず，竣工後の居住
者からのクレームや建築物の維持保全段階
の問題を重要視している。竣工後におけるリ
スクについても事前に予測し，対策を講じる
ことは，発注者にとって重要である。しかし，
竣工検査は発注者が中心となって行われ，内
覧会は引渡し前に居住者を招いて行われる
ため，各々のクレームを生起する主体が異な
る。また，それぞれの入居者の間にも見解の
違いなどが存在しており，個人差から発生す
るクレームが様々な傾向をみせている。しか
も，同じ居住者からのクレームも入居前クレ
ームと入居後のクレームが異なることもあ
るなど不規則な性格が強く，事前に対策を満
ずることが非常に難しいなど，他のリスクと
異なる特徴が多い。クレームは居住者との関
わりも含めて過去の経験として発注者の記
憶に蓄積されるため，各クレームについての



 

 

過剰対応や過小評価など，様々な心理的要因
が作用し，正確なクレームの捉え方ができて
いない可能性もある。クレームへの適切な対
策を実行するには，発注者のクレームに対す
る心理内容を分析し，心理的な要因を極力排
除したクレームの発生の予測に基づく企
画・設計段階からのリスクマネジメントの実
行と，実際に発生するクレームへの対応を行
う必要がある。 
 2006 年度は超高層集合住宅の竣工検査，内
覧会，定期点検における資料を用いて，設
計・施工に関わる技術的な問題や居住者から
のクレーム，維持保全に関する問題を具体的
に抽出した。また，それらをリスク発生基本
原因によって分類し，リスクを体系化した。 
 さらに，クレームの発生確率についての発
注者の捉え方の特徴を分析し，クレームの発
生に対する適切な予測と対応の方法につい
て提案した。そして，分析結果に基づいて，
クレームに特化したシステムを提案し，既存
のリスクマネジメントシステムにフィード
バックを行った。 
 一方，関西圏では近い将来に南海・東南海
地震などの海溝型地震の発生が確実視され
るほか，上町断層の直下型地震，さらに超高
層建物の非構造部材に甚大な被害を与える
とされる長時間の長周期地震動など，自然災
害のリスクが無視できなくなっている。発注
者としては技術的なクレーム対応だけでな
く，自然災害についても責任あるリスク対策
を講じておくとともに，その姿勢を広く市民
に理解してもらう必要がある。このような観
点から，2007 年度は大規模自然災害に起因す
る竣工後の建設リスクを対象として，広範な
事例調査や文献収集につとめ，検討を深めた。
なお，検討対象は広く，他分野にも及ぶため，
研究分担者の助力による部分が大きかった。
具体的には，(1)大規模地震によって引き起
こされる地震火災の発生確率と被害程度の
算定方法，(2)大規模地震による構造的被害
（地盤の液状化を除く）の発生確率と被害程
度の算定方法，を中心として検討した。これ
らには，それぞれ①建物の立地条件による差
異の評価と②建物の個別設計仕様やリスク
対策による差異の評価，という２つの評価軸
が存在する。これらのマトリックスを念頭に
置き，検討を進めた。 
 2008 年度は，大阪府に実在する超高層集合
住宅の個別住戸を対象に，竣工後の地震被害
のリスクを評価する格付け指標とすること
を目的として，地震被害の可能性を評価する
モデルを作成した。今後 30 年で大阪府での
発生確率と発生時の影響が大きいとされる 5
つの地震をシナリオ地震として定義し，それ
らの地震による集合住宅の個別住戸に対す
る，地震被害のリスクの算定方法を考えた。
そして，実在する超高層集合住宅の個別住戸

が保有する地震被害リスクを算定するケー
ススタディを行った。最後に，作成した評価
指標の活用方法を記述した。 
 これまで，住宅購入者は立地の利便性，住
戸の面積，階数等の限定的な指標のみで超高
層集合住宅の価値を算定し，それと販売価格
との均衡を評価して住宅購入を決定するし
かなかった。物件広告等では立地の危険度を
開示せずに，建築物へのリスク対策等を強調
することで，実際は危険な立地にもかかわら
ず安全な物件であるかのような誤解を与え
るものもある。この指標を用いれば，住宅購
入者は物件が保有する地震リスク情報を容
易に評価に加味することができるようにな
る。この地震リスク評価指標は，住宅購入者
に向けた格付け指標として提供できよう。 
 一方，開発事業者にとっても，企画段階に
おいて，購入する土地の危険度算定や，建築
物にどの程度の地震リスク対策を打つかと
いう意思決定支援に用いることができる。つ
まり，これから土地を購入し，設計者を選定
するような段階にある集合住宅について，一
定の地震対策予算内で，その集合住宅が保有
する地震被害リスクを最も低減させうる対
策を選定し，適切な建築企画を策定するため
に，この指標を活用できる。 
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